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退職慰労金支給決議と報酬減額決議における特別利害関係人の議決権行使

事実の概要

　Ｙ社は土木建設工事を業とする取締役会設置会
社である。発行済株式総数は3万 1200株であり、
Ｘが 1万 1000 株を保有し、Ａが 1万 6089 株を
保有している。平成 25 年の株主総会決議で、Ｙ
社の役員報酬の年間支給限度額は 5000 万円と定
められた。
　Ａは昭和 59 年からＹ社の代表取締役であった
が、令和 6年 9月 30 日をもって代表取締役を辞
任する旨を申し出て、Ｙ社取締役会はこれを承認
した。なお、Ａは代表権のない取締役としてとど
まる。同月 19 日に開催されたＹ社の定時株主総
会で、Ａに退職慰労金として 1億 6000 万円を支
給する決議（以下、「本件決議①」という）、Ａの現
行の月額報酬 200 万円を翌月から 100 万円に引
き下げ、他の役員の報酬は現行と同額とする決議
（以下、「本件決議②」という）がされた。Ａも議決
権を行使し、Ｘ以外の株主の賛成多数により両決
議は可決された。
　株主総会では次のような説明がされた。Ａが辞
任するのは、事業承継に伴いＹ社代表取締役であ
るＢに株式譲渡を行うためである。辞任後、Ａは
建協会長などの公職を継続するが、Ａの決裁権は
Ｂに移り、商談・取引先との関係も徐々にＢに移
行する。退職慰労金算出に当たり、代表取締役の
一般的な功績倍率は 2.8 倍と聞いていた（功績倍
率法（在任期間×最終の月額報酬×功績倍率）に基
づき計算すると 2億 2960 万円になる）が、2.0 倍と
して算出した 1億 6000 万円が相当であると考え

た。Ａの減額後の役員報酬は役員の中で最高額で
あるが、これはＡとＢの打ち合わせで決めた。
　Ｙ社の令和 5年 8月 1日から翌年 7月 31 日ま
での決算報告では、Ｙ社の資産は約 33 億 1075
万円、負債は約 7 億 1394 万円、純資産は約 25
億 9680 万円であり、売上高合計は約 28 億 9863
万円、純利益は約 1億 212 万円であり、役員報酬・
給与手当てを含む販売費及び一般管理費合計は約
1億 9290 万円とされていた。
　法人税基本通達 9-2-32 は、法人が役員の分掌
変更等に際しその役員に対し退職給与として支給
した給与につき、その役員（分掌変更後も経営上
主要な地位を占めると認められる者を除く）の給与
が激減（おおむね 50％以上の減少）するなど、役
員としての地位または職務の内容が激変し、実質
的に退職したのと同様の事情にあると認められる
ことによるものである場合、損金に算入できると
している（みなし退職金制度）。
　Ｘは、本件決議①と本件決議②は、特別利害関
係人Ａの議決権行使による著しく不当な決議（会
社法 831 条 1 項 3 号）であるとして、両決議の取
消しを求めた。原審（札幌地室蘭支判令7・7・28（LEX/
DB25623413））は、本件決議①は著しく不当な決
議ではないとし、本件決議②はＡが特別利害関係
人に当たらないとして、請求を棄却したため、Ｘ
が控訴した。

判決の要旨

　１　本件決議①について
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　「Ｘは、Ａが、代表取締役退職後も公的役職に
継続的に就任し、Ｙ社の売上の大部分を占める公
共工事に関する打合せも立ち会うことなどを指摘
し、法人税基本通達上損金処理できず、株式評価
に影響しかねない旨主張する。しかし、Ｙ社にお
いて、Ａの決裁権限をＢに移行するとされており、
現に月額報酬も 50％減少しているから、法人税
基本通達を満たす可能性が相当程度うかがわれる
ところ、Ｘの主張は抽象的可能性を指摘するもの
にすぎないというべきである。」
　「……みなし退職金制度の適用を受けられない
ことによる具体的な株価への影響やその程度など
はＸの主張によっても明らかでなく、著しく不当
な決議として本件決議①を取り消さなければなら
ないような株価への影響が生ずることを認めるに
足りる証拠もない。」
　「したがって、本件決議①が、会社法 831 条 1
項 3 号にいう『著しく不当な決議』に当たると
は認められず……。」
　「Ｘは、Ａの代表取締役辞任に伴う退職慰労金
の支給額自体が高額に過ぎる旨主張する。しかし
ながら、……支給額は、Ｙ社の会社規模、資産、
Ａの勤続年数、功績等に照らして、相当性を欠く
とは認められず、……本件決議①……が『著しく
不当な決議』に当たるとも認められない。」

　２　本件決議②について
　「……本件決議②は、Ｙ社役員報酬の総額が決
定されている……中で、Ａの取締役としての任期
中の役員報酬額を減額することを承認する決議で
ある。これに加え、減額後にＡに支給される役員
報酬の額、Ｙ社の会社規模、資産、利益、職務分
掌等を併せ考えれば、仮にＡが、会社法 831 条
1 項 3号にいう『特別の利害関係を有する者』に
当たるとしても……Ａが議決権を行使したことに
よって『著しく不当な決議』がされたとは到底認
められない。」

判例の解説

　一　本判決の争点と意義
　本件は、辞任する代表取締役兼株主が、自身の
退職慰労金支給決議と報酬減額決議において株主
総会で議決権を行使したところ、決議取消しが求
められた事案である。Ａが特別利害関係人に該当

するか、著しく不当な決議であるか（会社法 831
条 1 項 3 号）が争点である。本判決は、本件決議
①は著しく不当な決議ではなく、本件決議②は仮
にＡが特別利害関係人に当たるとしても著しく不
当な決議ではないとした。本判決の結論には賛成
する。
　会社法 831 条 1 項 3 号は多数決の濫用に対処
するための規定である１）。現行法における特別利
害関係人や著しく不当な決議の一般的な要件につ
いては、判例や学説が必ずしも多くなく、明確に
なっていないといわれている２）。本件は報酬の減
額が決議内容である点に先例とは異なる特徴があ
り、同号に該当しないとした裁判例として参考に
なる。また、実務上、報酬等の支給額が著しく不
当になるおそれがないか判断する上で、本判決が
挙げた判断要素（会社の規模と財務状況、役員の勤
続年数と功績、職務分掌、みなし退職金制度適用の
有無）は参考になる。

　二　取締役の報酬規制
　取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価と
して会社から受ける財産上の利益（報酬等）は、
定款または株主総会の決議で定める（会社法 361
条 1 項）。退職慰労金は、取締役の在職中の職務
執行の対価として支払われる限り、報酬等の一種
である（最判昭 39・12・11 民集 18 巻 10 号 2143 頁）。
　本件決議①はこの会社法 361 条 1 項に従い行
われた。本件決議②は同条に従い既に決定された
Ａの報酬を減額するものである。決定された報酬
額は取締役と会社の任用契約の内容となるため、
取締役の同意がなければ、株主総会の決議によっ
ても減額できないが（最判平 4・12・18 民集 46 巻
9 号 3006 頁）、取締役の同意があれば減額は可能
であり３）、株主総会決議を経る必要はない。Ｙ社
によると、株主への説明・報告・確認の観点から
任意で決議をしたようであるが、株主総会で報酬
額を決め直した以上、基本的にその決議は取消し
の訴えの対象になる。

　三　特別利害関係人の範囲
　昭和 56 年商法改正前は、特別利害関係人は株
主総会で議決権を行使できなかった（昭和 56 年
改正前商法 239 条 5 項）。このように議決権を一律
に排除すると、正当な内容の決議も成立しない可
能性があるため、特別利害関係人の範囲は狭く限
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定して解釈されていた４）。
　一方、改正後、特別利害関係人の議決権行使は
許容され、その行使による著しく不当な決議が取
り消されることになったため、特別利害関係人の
範囲を狭く解する必要はないと解されている５）。
現行法上、学説は、特別利害関係人は決議の結果
について他の株主とは共通しない利害を有する
者であると解しており６）、これと同様に解する裁
判例もある（東京地判令 3・4・8資料版商事 448 号
133 頁）。また、特別の利害関係とは、決議内容
について株主としての資格を離れた個人的な利害
関係（利益または不利益を受ける関係）を有するこ
とをいうとする裁判例もある（東京地判平 9・6・
17 資料版商事 161 号 186 頁）。この裁判例の表現
は学説とは異なるが、その趣旨は学説と同様であ
ると考えられる。
　本判決は特別利害関係人を定義していない。原
判決は、「会社法 831 条 1 項 3 号が、多数決の濫
用により株主の資格を離れた個人的利益を不当に
享受することを規制するための規定であることか
らすると、同号にいう『特別の利害関係を有する
者』については、当該決議により、個人的利益を
不当に享受し得る地位にあることが必要」である
として、学説や従来の裁判例とは異なる表現をと
るが、それらを踏襲するものであると考えられる。
もっとも、不当性まで要件に含めることには異論
も多そうである、との指摘もある７）。
　次に、学説は、取締役の報酬等を決定する株主
総会決議において当該取締役は特別利害関係人に
当たると解しており８）、裁判例も同様の立場を取
る（神戸地尼崎支判平 10・8・21 判時 1662 号 148 頁、
東京地判平 29・6・21（LEX/DB25555214）など）。
　本判決は、本件決議①においてＡが特別利害関
係人に該当するか否かを検討していないが、該当
するといえる。
　本件決議②について、本判決はＡが特別利害関
係人に該当するかの判断を避けたと指摘されてい
る９）。他方、本判決は、基本的にはＡは特別利害
関係人に該当しないと考えているように読めると
いう指摘もある 10）。「仮にＡが……『特別の利害
関係を有する者』に当たるとしても」という判示
内容からすると、基本的には該当しないと考えて
いると思われる。原審は該当しないとしている。
　つまり、原審と本判決は、学説や従来の裁判例
とは異なる理論構成を採用している。学説の想定

や裁判例と異なり、本件決議②は報酬の支給では
なく減額が決議内容であり、これが、理論構成が
異なった理由であると考えられる。もっとも、減
額決議は減額後の支給額を決める決議であり、減
額と支給に違いはないともいえそうである。減額
決議では特別利害関係人に該当しない理由は、本
判決をみても判然としないが、原判決は、総会決
議等によって取締役の報酬額が具体的に定められ
た場合、それが取締役と会社間の契約内容となっ
て契約当事者を拘束する旨を述べた後、「そうす
ると……本件決議②につき、Ａが自身の議決権を
行使したとしても、その個人的利益を不当に享受
し得ないことは明らかであるから、Ａは……『特
別の利害関係を有する者』に当たらないというべ
きである」と判示している。
　この判示部分は、ＡとＹ社の任用契約に基づき、
200 万円の報酬を受領できたにもかかわらず、Ａ
が減額に同意をしたことは利益の享受ではないと
考えているように読める。確かに、減額の必要が
ないのにあえて同意して減額する場合には、この
ように考える余地がある。しかし、本件では、Ａ
の報酬が 50％以上減少しないと、みなし退職金
制度の適用を受けられず、その結果、退職慰労金
が支給されないおそれがある。つまり、原審と本
判決は本件決議①と本件決議②を分けて捉えてい
るようにも読めるが、両決議は連動している。そ
うすると、Ａには減額に同意する必要性ないし合
理性があり、減額後の報酬額についてＡに特別利
害関係があると指摘されている 11）。50％超の減
額にならないようにすることはＡの利得になる。
　原判決は、取締役の同意がなければ株主総会決
議があっても報酬は減額できないため、減額決議
の結果は取締役の利得に影響しないと考えている
可能性もある。しかし、本件ではＡとＢの打ち合
わせで減額が決定されており、Ａは減額に同意し
ているといえる 12）。
　したがって、本件は、本件決議①と本件決議②
の両決議においてＡは特別利害関係人に該当する
と考えるべき事案であったといえる。

　四　著しく不当な決議であるか
　特別利害関係人が議決権を行使したとしても、
その行使によって著しく不当な決議がなされなけ
れば、決議は取り消されない。裁判所は著しく不
当であるかについて慎重に判断しているようであ
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り、これは利害関係があっても株主の多数決に
よって決められる制度であるのが株主総会の原則
と考えられているからである 13）。学説上、多数
決の濫用とは、社会通念上の対価関係から著しく
逸脱した取引によって一部株主が利得する場合、
および、団体に参加しようとする平均人の予想を
著しく超える忍従を強要する場合であると解され
ている 14）。すなわち、多数派株主は利得するが、
少数株主には、会社に参加する株主の予想を超え
る著しい不利益を強いる場合である。
　報酬等に関する決議では、お手盛り防止という
報酬規制の趣旨を踏まえると、取締役の職務内容
や能力、功績、会社の財務状況等と比して、不相
当に高額な報酬等が支給され、会社ひいては他の
株主に著しい損害が生じる決議は著しく不当であ
ると考えられる。
　裁判例は、報酬等の支給額が著しく不当であ
るか判断する際、次の点を判断要素としてい
る。①退職慰労金を算出する計算式とその式に
用いられた数値（東京地判平 27・9・28（LEX/
DB25531445））。② ①と会社の財務状況（東京地判
平 27・10・26（LEX/DB25532845））。③会社の規模
や取締役の就労状況等（東京地判平 27・5・26 金
法 2034 号 84 頁）。これらの裁判例では、当該事
案における報酬等の額は著しく不当ではないとさ
れた。
　一方、金額ではなく、退職慰労金支給の目的に
着目し、支給自体を問題とする裁判例がある。た
とえば、利益相反取引に係る任務懈怠責任を認容
する判決が下された取締役兼株主に退職慰労金を
支給する決議において、当該取締役が議決権行使
をした事案では、裁判所は、この決議は当該取締
役の個人的利益のみを意図したものであり、会社
に何らの利益ももたらさず、著しく不当であると
した（前掲神戸地尼崎支判平 10・8・21）15）。また、
金額と目的の両方に着目して退職慰労金支給決議
が著しく不当であるとした裁判例もある（東京地
判平 28・3・25（LEX/DB25535540））。
　このように、金額のみが争点となる場合には著
しく不当とはなりづらく、支給の目的に問題があ
る場合に著しく不当であるとされる傾向にある。
　本判決は、本件決議①について、従来の裁判例
と同様に、会社の規模と資産、Ａの勤続年数、功
績等に基づいて、支給額の相当性を判断している。
加えて、従来の裁判例と異なり、みなし退職金制

度の適用の有無も判断要素としており、本判決が
指摘するように同制度の適用可能性が相当程度あ
ると思われる事案である。また、法人税基本通達
9-2-27 の 3 は功績倍率法に基づいて支給する退
職給付は損金算入できるとしており、本件では、
功績倍率法が適切に用いられている。さらに、支
給の目的に問題があるわけでもない。したがって、
本件決議①が著しく不当なものではないとする本
判決は妥当である。
　本件決議②について、本判決は従来の裁判例を
踏襲し、会社の規模と財務状況、職務分掌に基づ
いて著しく不当ではないとしており、妥当である。
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